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1.は じ め に
ここで考察の対象 とす るのは,主 と してアメ リカ大統領選挙 を題材 と して
行なわれ た選挙 キ ャンペー ン効果 に関す る研究 である。 アメ リカの大統領選
挙に関す る著作 には,必 ず といって よいほど当該大統領選挙の選挙キャンペー
ンの実態 に関す る記述が含 まれて いる。 これ は,大 統領選挙が極 めて長期 に
わた る選挙キ ャンペー ン期間を有 し,.各 陣営が キ ャンペー ンに多大 の労力 を
割 いてい るか らで ある。 ところが,投 票行動研究 にお いて はキ ャンペー ン効
果 の科 学的研究に熱心で はな く,今 まで提示 され た主要 な投票行動理論 にお
いて もキ ャンペ ー ンが投票行動や選挙結果 に及 ぼす効果 につ いては無視 ある
いは軽視 されて きた。 ちなみに,1980年 代 中盤 まで の先進 諸 国 の投 票行 動
研究 を概観 した八 口ップ(M.Harrop)と ミラー(W.L.Miller)も,「 全 体
と して,選 挙 キャ ンペ ー ンは選挙結果 を決定 していな い」ω と述 べ,選 挙 結
果 に及 ぼすキ ャンペー ン効果を軽 視 して いる。
このよ うな投票行動研 究にお けるキ ャ ンペ ー ン効果軽視 の風潮 は,マ ス ・
コ ミゴニケー シ ョン論 にお いて議 題設 定機 能や沈黙の螺旋仮説 といった,世
論 に対 す るマス ・メ デ ィ』ア効 果が注 目され続 けて いることと比較す ると,い
ささか奇異 な感 じさえする(2)。
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それ ではなぜ投票行動研究 にお いて は,選 挙 キ ャンペー ン効果が取 るに足
らない研究課題 とみな されて きたので あろ うか。 その理 由の1つ と して,初
期の投票行動研究が キ ャンペー ン効果 の重要性 を否定 したことを挙 げること
がで きよ う。 そ もそ も,選 挙 キ ャンペー ンが有権者 に及 ぼす効果 の実証分析
は,投 票行動 に関す る先駆的研究 を行 なったコロ ンビア ・グループの研究 に
お いて既 に中心的 な研究課題で あった。 しか しなが ら,分 析 の結果,選 挙キ ャ
ンペ ーツ は有権者の投票意思を変え させ るような影響力 を持 たな いことが判
明 し,そ の後 キ ャンペー ン効果への注 目度 は低下す る(3>。さ らに,ミ シガン ・
グルー プ以降の投票行動研究の主流 は,態 度論的 アプローチの観点か ら投票
行動 を規定す る態度要因 の解明 に精力 を注 いで きた。そ の結果,投 票行動 に
及ぼす キャ ンペー ン効果 を軽視 し,キ ャンペー ン効果 自体の検証 を主要 な研
究 テー マとは して こなか った。
しか し,そ の一方で有権者 は脱政党化 して投票行動の流動性が増大 し,各
候補 者の陣営 はより洗練化 されたキ ャ ンペ ー ン戦略を立てていくようになる。
こう した中で,遅 れ ばせ なが ら近年 になって再 びキ ャンペー ン効果 に対す る
注 目度が上が って きている。選 挙 キャ ンペ ー ンに関す る90年 代 の業 績 と し
て,例 えば,大 統領予備選挙 にお けるキャ ンペ ー ンにつ いて考察 した ポプキ
ン(s.Popkin)に よる 『理性的投票者」(4)や大統領本選挙におけるキャンペー
ン効 果を検討 したホルブル ック(T.Holbrook)に よ る 『キ ャ ンペ ー ンは重
要か』(5)があ る。 この うち,ホ ル ブル ックの碩究 は,ア メ リ.力大 統領 選挙 に
お ける党大会や テ レビ討論会 といった キャ ンペ ー ン ・イベ ン トの効果 に対 し
てい くつかの一般仮説 を提示 して実証分析 を施 してお り,貴 重な知見 を提供
してい るといって よい。
本 稿で はまず,従 来 の投票行動理論 にお けるキ ャンペ ー ン効果 の認識 につ
いて概観 し,さ らにホルブル ックの研究を取 り上 げて キ ャンペー ン効果 につ
いての理論 と実態 につ いて若干の考察を加え る。
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II,投 票行動研究の展 開とキ ャンペー ン効果
II-1コ 口 ン ビ ア ・ク ル ー プ の 研 究
まず,従 来の投票行動研究 にお いてキ ャンペー ン効果 の研究 が少 なか った
理 由を,ア メ リカ投票行動研究の展開 に沿 って考 えてみたい。
ア メ リカにおいて投票行動 に関す る科学的研究 が本格的 に開始 されたのは
1940年 代 の ことであ る。 そ の先陣 を切 ったの が ラザ ース フェ ル ド(P.F.
Lazarsfeld)や ベ レル ソン(B.R.Berelson)ら の,い わゆ る コ ロ ンビア ・
グル ープであ った。彼 らは,1940年 のアメ リカ大統 領選 挙 の際 に,オ ハ イ
オ州 エ リー郡 を フィール ドと'して,約 半年間 にわ たって有権者 に対 するパ ネ
ル調査 を実施 した(エ リー研 究)。 同調査 の分析結果 について は,『 民衆 の選
択』(1944)で 報告 ぎれて いる。
エ リー研究 における彼 らの分析視 角は次 の2点 であ った。
第1は,投 票行動 が各有権者 の社会 的背景 によ って決定 され ると考え,社
会学的 なアプ ローチを採用 した ことであ る。彼 らは,「 人 間 とは,自 分 の社
会的境遇 に合 わせて政治 的な考 えを もつ。 したが って;投 票 者の社会的特性
.が政治選択 を決定 するのであ る。」⑥ と述 べ,社 会経 済的地位 や宗教 などの重
要性 を指摘 した。
第2の 分析 の焦点 は,選 挙 キ ャンペー ンの効果 についての検証 であ る。 ラ
ザ ースフェル ドらが同一人物 に繰 り返 し調査 するパネル調査 法を採用 したの
は,こ の点 に関す る検証 のためで あろ う。『民衆 の選択』 の副題 を"投 票者
は大統領選挙 キャ ンペー ンにおいて如何 に して決心 をするのか"と した こ と
が,彼 らの キ ャンペー ン効果への関心 の高 さを示 している。
これ ら2つ の視点の うち,第1の 視点,す なわち社会学的 アプ ローチは主
と して投票行動 の安定性 に焦点 を当てた分析視 角であ ったのに対 して,第2
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のそれ,す なわちキ ャ ンペー ン効果 の分析 は,主 と して投票 行動 の流動 性 に
焦点 を当 てた分析視角 であ った。
このよ うに,キ ャンペー ン効果 の検証 が初期 の投票行動 研究で主 要な研究
課 題 とな って いた ものの,エ リー研究 におけ るラザー スフェル ドらの結論 は,
以 降 の投票行動研究 においてキ ャンペー ン効果 への学 問的関心 を低 め こそす
れ,高 め ることはなか った。 その理 由は,同 研究 にお いて次の ような知見が
提示 され たか らである。
第1に,選 挙キ ャンペーンの始 まる以 前 に投 票意 思 が決定 してい る投票 者
が全体 の約半数 を占め,選 挙 の終盤戦 まで意思 が固 ま らない者 は少 数で しか
ないという事実 である。 また,前 回 の大統領選 挙 の投 票政 党 を今 回 は他党 候
補へ と変更す る者 は,選 挙キ ャンペーン中 に変更 を決心す るのではな く,キ ャ
ンペーン開始以前 に既 に変更 を決定 している。 したが って,キ ャンペー ンの影
響 を受 けやすい移 り気 な投票者 は有権者全体 か らみると少数者で しかない(7>。
第2に,キ ャ ンペー ン効果の内容 と して,ラ ザ ースフェル ドらは,次 の3
点 を挙 げ た。 それ らは,投 票 意 図 を変 え さ せ る改 変 効 果(Conversion
Effect),も ともと抱 いて いる政治 的態度 を呼び覚 ま し,そ れ を投票 意 図へ
と活性化 す る顕 在化効果(ActivationEffect),及 びキ ャンペー ン開 始前 か
ら投票意図 を持 ってい る固定層 に対 して 当初 の投票 意 図 を強 め る補 強効 果
(ReinforcementEffect)の3つで あ った。分析 の結果,主 要 な キ ャ ンペ ー
ン効果 は,補 強効果 を中心 とす る潜在 的支持層 を投票 所へ動員す る効果で あ
り,改 変効果 は全体 と してみて小 さいことが判 明 した。 その理由 と して は,
キ ャンペー ン ・プ ロパ ガ ンダに最 も注意 を払 った人々 は熱心 な政党支持者で
あり,こ の層 はまた投 票意 図を最 も変え に くい人々であ った。 換言すれ ば,
キ ャンペー ン効果 が及 ぶ可能性 があ る浮動 層 は全般的 に政治的関心度が低 く,
キ ャンペー ンに も注意 を払 っていな い傾向があ る。 したが って,浮 動層 には
キ ャンペー ン効果 が及 びにくい。 また,有 権者の情報 に対す る接触 は,あ ら
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か じめ抱いている政治的態度に適合するプロパガンダに接触 しており,注 意
そのものが選択的であるため,す でに抱いている投票意図を固める作用の方
が強 く,投 票意図を変えさせるという効果は全体として小 さい(8)。
要約すると,多 くの投票者は固定層であって,選 挙キャンペーンは固定票
の掘り起 こしには少なか らず効果があるものの,選 挙変動をもたらす浮動層
の投票行動 に決定的な影響力を持たないという結論に達 したのであった。
II-2ミ シ ガ ン ・モ デ ル
1950年 代に入ると,キ ャンベル(A.Campbell)を 中心とするミシガ ン ・
グループが,ア メリカ大統領選挙の際に,全 国調査による投票行動研究を行
なった。 コロンビア ・グループが投票行動を規定する社会学的分析を主に試
みたのに対 し,ミ シガン・グループは,投 票行動をより直接的に規定する政
治的態度要因の解明に力を注いだ。
取 りあげ られた態度要因は,政 党に対する情緒的な一体感を表す政党帰属
意識(PartyIdentification),候 補者個人に対する評価を示す候補者志向
(CandidateOrientation),及 び政治的争点 に関す る見解 である争点志 向
(IssueOrientation)な どである。研究成果の集大成 は,1960年 に発刊 され
た 『アメリカの投票者』(9)にみ られる。
分析の結果,有 権者の約4分 の3が2大 政党の何れかに政党帰属意識を抱
いており,そ の政党帰属意識が投票行動を直接 ・間接に規定するという結論
に達 した。すなわち,政 党帰属意識は投票行動 に直結することもあれば,投
票行動を規定する他の政治的態度である候補者志向や争点志向などに影響を
及ぼすことによって,間 接的に投票行動を規定 している。 したが って,政 党
帰属意識が投票行動を説明する鍵概念の位置を占めているという結論に到達
した。
なお,政 党帰属意識は 「概 していえば,あ なたは通常,自 分が共和党(Re一
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publican),民 主党(Democrat),無 党派(Independent),あ るいはその
他の何れに該当すると思われますか」という質問を中心に測定 される。 この
政党帰属意識は極めて安定性が高 く,未 成年期における両親の影響を主要な
源泉として形成され,そ の後,生 涯にわたって持続す る傾向がある。また,
成人後には投票経験を蓄積するに従 って政党に対する帰属感はより強化 され
ていく('o)。これ らの内容を伴った理論は,ミ シガン・グループが確立 したと
いう意味で ミシガン・モデル,政 党帰属意識を中心概念 としたという意味で
政党帰属意識モデル,あ るいは政党帰属意識の決定要因として政治的社会化
過程を重視 したという意味で社会化モデルなどと呼ばれ,投 票行動理論の古
典的地位を獲得するに至 った。
この理論に従えば,投 票行動に対する選挙キャンペーン効果 は珀末な問題
ということになる。なぜならば,投 票行動は政党帰属意識 という安定度の高
い心理的先有傾向に強 く規定された行動であり・,選挙キャンペーンが有権者
の投票を変更させる余地は全体として小 さいからである。 したがって,民 主
党 ・共和党の何れに投票するかは,キ ャンペーンの開始以前に事実上決定 し
てお り,選 挙キャンペーンは自らの政党志向を再確認 させるきっかけにすぎ
ないことになる。
H-3業 績投票 モデル
ミシガ ン ・グループによ って確立 された態度論 的 アプローチ は,そ の後の
投 票行動研究 の主流 とな った。 しか し,ミ シガ ン ・グルー プが確立 した政党
帰属意識 モデル自体 に対 しては,そ の後否定 的な見解 や修正 す る見解が提示
され るよ うにな る。
まず,ナ イ(N.H.Nie),'ヴ ァーバ(S.Verba)及 び ペ トロシ ック(J.R.
Petrocik)は,1960年 代以降におけ るアメ リカ人 の投 票行 動 の変質 を指 摘
して 「変貌 す るア メ リカの投票者』0:)を著 した。 その中で,投 票者 の投票 基
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準 が政 党か ら政策争 点へ と移行 している事実 を示 して政党帰属意識 モデルに
代 わる争点投票 モデルを提示 した。 しか しなが ら,争 点 投 票(lssueVot・
ing)は1960年 代 の アメ リカ とい う時代 的状 況 の産 物 で あ り,ベ トナ ム戦
争 や人 種問題 の噴出 とい った当時 の新 しい争点が国民の関心 を喚起 した こと
に起因す ると ころが大 きい。争点投票理 論 は その後,フ ィオ リーナ(M.P.
Fiorina)に よ って理論化 された業績投票 モデルに吸収 され てい く。
業績 投票(RetrospectiveVoting)とは,そ の時 の政府 業 績 に対 す.る有
権者 の評 価 に基 づ いて なされ る投票 を意味 する。 このアイデアは,賞 罰投票
と して既 に1960年 代 にキ ー(V.0.Key)に よって提示 されて い る(12)。しか
しなが ら,こ の概念 を用 いて投票行動 モデルにまで発展 させたのはフィオ リー
ナで ある㈹。 この理論 によれ ば,投 票行動 は争点投票論者が主張 したよ うな
特 定の政治的争 点 に基づ いて決定 され るとい うよ りも,現 政権 の業績 に対 す
る有権者 の ラフな評価が投票行動 を決定す るとい う理論 である。評価 され る
業 績の主 な内容 と して は,景 気 やイ ンフレとい った経済的側面 があ る。
ただ,フ ィオ リーナの業績投票理論 は政党帰属意識 モデル と真 っ向か ら対
立 す るとはいえ ない。彼 は,政 党帰属意識 の重要性 も認識 してお り,む しろ
業 績評 価を政党帰属意識 モデルに組 み入 れたのであ った。業績評価理論 は ま
た,選 挙変動を国の経済状況 との関係 で検討 するために も用 い られて きた。
すなわ ち,選 挙変動 は,時 々の経済状況 の変化 に伴 う有権者 の政府業 績評 価
によって もた らされ たとす る。 したが って;こ こで もキ ャンペー ン効 果の重
要 性 は認識 され ていない。
II-4個 人投票理論
業績評価理論が出現 した後,1980年 代に入 ってか らは候補者評価が注 目
を集めるようになる。その理由の1っ に,投 票行動の態度変数の解明に精力
を注いでいたアメリカ投票行動研究が,政 党帰属意識や争点態度 と並んで研
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究当初より重要な規定要因として取 りあげていた候補者志向の解明が比較的
遅れていたという研究蓄積上の問題がある。
業績投票理論を構築 したフィオ リーナは,ケ イ ン(B.E.Cain)や フェア
ジョン(J.A.Ferejohn)と 共に,ア メ リカの下院議員選挙 における投票行
動について,個 人投票(パ ーソナル ・ヴォー ト)と いう概念を提示している。
それは,政 府ではなく現職候補者個人に対する業績評価が投票を決定すると
いう理論である。 この理論が出現 した背景には,選 挙区の規模が相対的に小
さい下院議員選挙では大統領選挙に比 して候補者個人本位の選挙活動が行な
われ,そ の結果,党 派を問わず現職が圧倒的に有利な状況になっているから
である。 ここでは,日 常的な選挙活動における選挙民サービスの重要性を指
摘 し,そ れが現職議員に対する好意的な評価を生みだしていることを指摘 し
た。 その意味で従来の投票行動研究において軽視されてきた選挙活動を視野
に入れた研究である㈹。
しか しなが ら,選 挙区規模の小さく,議 員と選挙民との距離が近い下院議
員の日常的な選挙活動 と全国1選 挙区で候補者と選挙民との距離が遠い大統
領選挙の選挙活動 とは根本的に性格が異なる。 また,70年 代後半か らの大
統領選挙 は,下 院議員選挙のように現職有利とはいえない。テレビ討論会が
復活 した1976年 以降に行なわれた合計6回 の大統領選挙の うち,現 職候補
者が出馬 したのは1988年 を除 く5回 であったが,現 職が再選 されたの はそ
のうち2回(1984年 レーガン,1996年 クリントン)に とどまり,他 の3回
は現職候補が敗北 している。 したがって,下 院議員選挙においてみ られる個
人投票 は大統領選挙における投票行動とは異質であるといってよい。
皿.キ ャンペーン効果研究の必要性
前述のように従来の主要な投票行動理論 は,キ ャンペーン効果を軽視 して
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きた。 その理 由 と して は,選 挙 キ ャンペー ンが予想 された選挙結果 を覆 すほ
どの効 果を持 ちえな いという認識 に基づ いている他 に,ミ シガ ン ・グループ
以 降の主要 な投票行動研 究が投票行動 を規定す る態度要因 の解明 を中心 的課
題 と したために,キ ャ ンペー ン効果の検証 とい う研究課題が蚊帳 の外 に置 か
れがちであ った ことが挙 げ られ る。 しか しなが ら,ミ シガ ン ・モデルが提示
された1960年 以降 において,以 下 の点 か らキ ャ ンペ ー ン効果 の検証 は必要
性 を増 しっっあ る状 況 とな った。
皿一1有 権者の脱政党化
ミシガン・グループが提唱 した政党帰属意識モデルにおいては,ア メ リカ
の投票者は党派心の強い固定的投票者として描写されていた。一般に固定層
は選挙キャンペーンによって投票意図を変えることが少ない。 したがって有
権者の中で固定層の比率が高ければ高いほどキャンペーン効果が及ぶ範囲は
狭 くなる。 けれどもミシガン・グループが描 いた投票者像 は,1960年 代に
入 ると修正を要するようになった。それは,ア メリカの有権者がそれまでの
ように政党忠誠者ではなく,脱 政党化 しているという事実が生 じたか らであ
る。
1960年 代後半以降,ア メ リカ人の政党に対する忠誠心 は,次 の2点 にお
いて衰退傾向を示 した。第1は,態 度次元における忠誠心の低下である。具
体的には民主 ・共和のいずれにも帰属意識を抱かない無党派層の増大であり,
さらに何れかの政党 に帰属意識を抱いていても,強 い帰属感を抱 く者が減少
している。第2は,行 動次元における政党忠誠心の低下である。具体的には,
帰属意識を抱 く政党以外の候補者に票を投 じたり,選 挙のレベルによって投
票する政党が異なる分割投票(Split-TicketVoting)の 増大である。 こう
した変化 は,固 定層の減少と浮動層の増大と言い換えることもできる。固定
層が多数を占める状況下でのキャンペーン効果は,各 党の潜在的支持層を選
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挙に動員 させる効果がほとんどだったかもしれない。 しか し,浮 動層の増大
は,キ ャンペーン効果を受けて投票意図を変え,選 挙結果の帰趨そのものを
変化させる層の増大を意味する㈲。
皿 一2キ ャ ン ペ ー ン の 改 善
ミシガ ン ・モデルが構築 され た頃 の選挙 キ ャンペー ンは,政 党 中心 で行 な
われ ていた。 しか し,テ レビ選挙 の時代 の到来 に よ って,ク ロ ッテ ィ(W,
Crotty)も 指摘 してい るよ うに,「 政治情 報の最 も有力 な伝達 者 は テ レ ビが
政党 にと って代 わ られ,そ の結果 と して投票者 の態度 に対 して傑 出 した影響
源 となっている」㈹ ので ある。 このよ うな変化のなかで,メ デ ィア ・コ ンサ
ル タ ン トや広告 の専門家 のよ うな人 々が選挙運動 に参加 し,キ ャンペー ン戦
略 も高度化 してい く(1η。
そ うした状況変化 のなかで選挙 キ ャンペー ンその ものが有権者 や識者 の厳
しい評価 にさ らされるよ うにな った。 ク ァー ク(P.J.Quirk)と ダ ラガー
(J.K.Dalager)に よると,有 権者 は近年の大統領 選 挙 キ ャ ンペ ー ンに対 し
て は概ね低 い評価 が下 している。 と りわ け1988年 の大統領 選挙 キ ャ ンペ ー
ンは,多 くの論者が単純 で,情 緒的で,相 手候補 に対 するネガテ ィブな訴 え
に頼 ってお り,国 が直面 して いる政治的問題 を無視 していると して手厳 しい
批 判がな され た。 そ して,選 挙 キ ャンペー ンに対 する有権 者 の批判 が88年
選挙 での低投票率 の一 因にな ってい るとみ られ た。 それ に対 して,1992年
のキ ャ ンペー ンで は,争 点 につ いて の広範 な議論 が行 なわれ,扇 動的 なネガ
テ ィブ ・キ ャンペー ンが影 を潜 めた結果,有 権者 の多 くが キ ャンペー ンに満
足 した とい う(18)。
皿一3テ レビ討論会 の定例化
民主党のJ.F.ケ ネディが共和党のニクソンを僅差で破った1960年 の大統
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領選 挙の帰趨を決 したの は,初 の試みであ ったテ レビ討論会(デ ィベー ト)
であ ったといわれて いる㈹。 ディベー トはその後 しば らくは行 なわれ なか っ
たが,1976年 の大統領選挙 で復活 し今 日に至 って い る。 デ ィベ ー トは毎 回
数千万人 の国民 が視聴 し,大 統領選挙 の行方 に少 なか らず影響を及ぼ して い
る。党大会 のみな らず,テ レビ討論会 の開催 はキ ャ ンペ ーン効果が生 じる可
能性 を高 め る。
皿一4マ クロな選挙変動 への着 目
これは,有 権者や選挙キャンペーンの変化ではなく,研 究上の注目点の変
化である。アメリカの投票行動研究は,世 論調査技法の発達 もあって第2次
世界大戦後長足の進歩を遂げた。また,全 国調査の継続的実施とデータ公開
の制度化により,ア メリカ人の投票行動に関する時系列分析や様々な研究者
による多角的分析を可能とした。
しか しなが ら,1960年 代までの投票行動研究が行な ったのは,概 ね個人
の投票決定過程というミクロレベルの分析であった。 けれども,業 績投票理
論の出現によって,マ クロな選挙変動の解明にも焦点が当て られるようにな
る。例えば,ク ラマー(G.Kramer)に よるアメ リカ下院議員選挙結果に関
する分析は,国 家の経済状態が.ヒ昇すれば与党候補すなわち大統領所属政党
の候補者が有利となり,そ れが悪化すれば野党候補が有利 となるという結論
に到達 している(⑳)。
しか し,業 績投票モデルは,選 挙変動を経済状況 との関連である程度 は説
明できるものの,キ ャンペーン中の世論変動をほとんど説明できない。なぜ
ならば,キ ャンペーン中の世論の変化は,主 にキャンペーン効果に起因する
か らである。 したがって,選 挙変動を考察するに当たっては業績投票 とキャ
ンペーン効果の両者を視界に入れなければならない。
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IV.ホ ル ブ ル ックの研究
IV-1キ ャ ン ペ ー ン ・イ ベ ン トへ の 着 目
ホルブル ックは,・従来 の投票行動研究 の結論が キ ャンペー ン効果 を軽視 し
たことにつ いて次 のよ うに批判 した。従来の研究は選挙結果や投票行動 がキャ
ンペ ー ンと無関係 な変数 を用 いて説 明できると したが,従 来 の諸研究 はそ も
そもキ ャンペー ン効果 の検証 自体 を研究 目的 と してデザイ ンされていない。
そ して,従 来 の諸研究 は態度要因 などキ ャンペー ン以外 の要因 の重要性 を証
明 したことによ って間接 的にキ ャンペー ン効果 を軽視 したにすぎず,キ ャン
ペー ン効果 の軽視 は,い わば状況証拠 に もとつ く結論 であ って,直 接証拠 を
提供 していない⑳。 そ こでホルブル ックは,キ ャンペー ン期間 中に実施 され
たい くつか の世論調査 データを用 いて,キ ャンペー ン効果 の検証 自体 を目的
と した分析 を施 した。
一 キ ャンペー ン効果研究 でまず問題 となるのは,選 挙結果に対 してキ ャンペー
ン効果が あるとい うことは如何 な ることなのか,と い う点 である。最 も単純
に考 えた場合,キ ャンペー ン期間 中に候補者 に対 す る支持率 が有意 な変動 を
見せ た場合 にキ ャンペー ン効果 が存在 した と推測 で きる。 けれど も,キ ャ ン
ペー ン期 間中に世論 の変化 が確認 されたか らとい って,す なわちキ ャンペ ー
ン効果 が存在 した と結論 づけ ることはで きない。 とい うの も,キ ャンペー ン
期間 中に失業率 や株価 が変動 し,そ れに伴 って世論 が変化 す ることもあ りう
るか らであ る。
そ こでホル ブル ックはキャ ンペ ーン効 果が存在 す るといえ るために は,次
の2点 が立証 されな ければな らな いと考えた。 それ らは第1に,キ ャ ンペ ー
ン期 間中に各候補の支持率が有意 な変動をみせてい ること,第2に,各 候補
者 の支持 率の変化が,キ ャンペー ン ・イベ ントに対応 して発生 して いること
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である。 これ ら2点 を満 た した場合,す なわち図1の よ うな支持率 の変動が
生 じた場合 にキ ャンペー ン効果が あると考え た。つ まり,ホ ルブル ックのい
うキ ャ ンペー ン効果 とは,党 大会や公開 デ ィベー トとい ったキ ャンペー ン ・
イベ ン トが世 論に及ぼす影響 に限定 して いる。 また,ホ ルブル ックが提示 し
たキ ャ ンペ ー ン効 果 に関す る仮説 は,い ずれ も時 々の世論(各 候補者 の支持
率)に 対 す るキャ ンペ ー ン ・イベ ン トの影響で あって,最 終的 な選挙結果 に
及ぼす影 響で はな い。 この点で選挙結果 に及ぼす非 キ ャンペー ン要因(政 党
帰属意識 や業 績評 価)を 重 視 して いる従来の投票行動理論 と根本的 に矛盾 し
てい るとはいえな い。 しか しなが ら,業 績評価を中心 とす る非 キ ャンペー ン
要 因だけで は,選 挙結 果が十 分 に説 明で きな いことも指摘 して いる(22)。
ホル ブル ックが キャ ンペ ー ン ・イベ ン トの影響 を取 り上 げた理由 と して,
過去 の大統領選挙 戦にお ける各候補 者の支持 率が,キ ャ ンペー ン ・イベ ン ト
後 に有意 な変 化を示 してい るという事実があ る。 それ ゆえ に,大 統領候補 を
指名 す る党大 会 と候補者 同士 が政策 を戦わせ るテ レビ討論会 という重要 なキ ャ
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(出 所)Holbrook,op.cit.,p.48,Figure3.2
図1キ ャ ン ペ ー ン効 果 あ り の パ タ ー ン
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ンペーン・イベントを取 り上げ,ζ れ らが世論(各 候補者の支持率)に いか
なる影響を与えているのかという点に関 して検討をこころみた。
まず,党 大会の影響については,図2に 示すように,1984年,1988年 及
び1992年 の何れの大統領選挙においても,党 大会の直後に候補者支持率に
大きな変化がみ られる。 まず,7月 の中旬には民主党大会があり,そ の場で
民主党候補が指名されると,民 主党候補の支持率が上昇 し,約1ヵ 月後に共
和党大会があると,共 和党候補者が盛 り返すというパターンが共通 してみら
れる。この うち,新 人同士の対決となった1988年 選挙の共和党大会 とと
1992年 選挙の民主党大会ではそれまで優位に立 っていた対立候補を逆転 し,
そのまま優位を保 って当選を果たしている。このように党大会が世論に大 き
な影響力を及ぼす原因は,党 大会がテレビ中継されることに加えて,新 聞 も
党大会で指名された候補者について大きく取りあげることが挙げられる。 こ
れらの結果をみると,各 候補者は指名を勝ち得た党大会でいかにして国民に
アピールするかということが本選挙で勝利を収める上で極めて重要な位置を
占めることを示唆する(23)。
他方,テ レビ討論会の直後にも世論の変化がみられる。テレビ討論会が初
あて行なわれた1960年 には,第1回 の討論会が選挙結果に決定的な影響を
及ぼ したことはよく知 られているが,図3に 示すように,近 年の大統領選挙
においても候補者への支持率は,デ ィベー トの直後に変化 している。民主党
と共和党で開催時期が異なる党大会と異な って,デ ィベー トは両候補が激突
する場面であり,党 大会直後のように指名を受けた候補者が一方的に支持率
を上昇させるのではなく,何 れの候補者が支持率を上昇させ るかはケース ・
バイ ・ケースであり,第1回 のテレビ討論会と第2回 のそれとで,何 れの候
補が優位にあったかという点についての視聴者の評価が異なることもありう
る。
このように,党 大会やテレビ討論会は候補者支持率の変動をもたらしてお
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図2党 大 会 が 選 挙 へ 及 ぼ す 衝 撃 的 影 響:1984-1992
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り,大 統領選挙の帰趨を決す る場合す らある。 したが って,ホ ル ブル ックが
キャ ンペ ー ン ・イベ ン トの影響 に焦点 を当て たの は しごく当然 の ことといえ
よう。 しか しなが ら,党 大会や テ レビ討論会が候補者 の支持率 に何 らか の影
響を与え るということは,ホ ルブル ックが指摘す るまで もな くご く当 た りま
えの事実 と して一般的 に認識 されて いた。 ただ,こ れ らの影響が選挙結果や
投票行動 にとって趙末 な要因 にす ぎない として捉 え られていたのである。 と
ころが,例 え ば1992年 の大統領選 挙の ように,キ ャ ンペ ー ン期 間 中 に両 候
補の支持率が逆転 し,選 挙結果 の帰趨 を決す る場合 もある。 とす るな らば,
キ ャンペー ン効果 は選挙 にと って取 るに足 らない こと として放置 してお くわ
けにはいかな い。 ホル ブル ックの研究 の意義 は,従 来無視 される傾 向にあ っ
たキ ャンペー ン効果 に照射 を当 て,そ の法則性 を明確化 した点 にある。 「
IV-2ホ ル ブル ックの仮説
ホルブル ックは,ホ ルブル ックの研究 において最 も注 目すべ き点 は,キ ャ
ンペー ン ・イベ ン トの効果 につ いて凍 のよ うな一般仮説 を提示Lて い ること
で ある。仮説 と して提示 したのは次 の5点 である。
仮説1大 統領選挙 キ ャンペー ン中の候補者 に対 す る支持率 の水 準 に平衡
水準(equilibriumlevel)が 存在 す る。 この平衡 水準 とは,キ ャ ンペ ー ン
期 を通 した各候補者の基礎力 ともいえ るもので,キ ャンペー ン期 におけ る支
持率 の変動 には自ず と限界 があ る。 したが って,選 挙結果に及ぼすキ ャンペー
ン効果 の大 きさに も限界が ある(24)。
この平衡水準 とは何だ ろうか。一見,こ れはコ ンヴァース(P.E.Converse)
'
が提示 したノーマル ・ヴォー ト概念 と類似 している(25)。ただ,ノ ーマル ・ヴォー
トとは,時 の政党帰属意識 の分布 が選挙結果 に直結 す ることを意 味す るのに
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対 して,こ こでいう平衡水準とは個人の経済状態などに規定される。なお,
ホルブルックはアブラモヴィッツ(A.Abramowitz)の 予測 モデルを修正
して大統領選挙の予測モデル(26)を作成 している。 その中で取 り上げ られた
独立変数は①大統領支持率(選 挙年の4月 ～6月 の支持率),②1年 前 と比
較 した有権者の財政状況(選 挙年の5月 時点でのサーベイ・データに基づく),
③現政権党が2期 以上続いているかどうか(2期 以上同 じ政党の政権が続 い
ていれば有権者の間にそろそろ 「変え時」との判断が生まれ,与 党候補にとっ
て不利になる)で ある。これら3っ の要因を組み合わせて国家状態(National
Condition)と よぶ。ホルブル ックが この予測モデルを用 いて1952～92年
の大統領選挙における2大 政党間の得票率差 を検討 したところ,実 際の選挙
結果 とほぼ近 い数値を示 したという。そこで,予 測モデルで算出された数値
が各候補者の基礎力ともいえる平衡水準 になる。図4に 示すように,あ る候
補者にとって好ま しい状況では高水準の支持率の中での支持率の変動であり,
反対に好 ましくない状況下では,低 水準における支持率の変動 となる。 この
? ?
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? ?
? ?
? ?
? ?
? ?
? ?
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」?????????????? ????
Favorab艮eNatlonalCondltlons
CampaignEventCampaignEvent
　
CampaignEvent
UnfavorableNatlonalConditions
CampaignEventCampaignEvent
//
、
CampaignEvent
306090306090
DayoftheHypotheticalCampaigns
(出 所)Holbrook,oゑc鉱,p,50,Figure3.3
図4異 な る 国 家 状 態 の 下 で の 同 一 の イ ベ ン ト効 果
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仮説 は,ホ ル ブル ックの中心的仮説 であ り,選 挙結果 の決定要 因 と して,経
済状況 とキ ャンペー ン効果 の双方 を重要 な要因 としてい る。 そ して,予 測 モ
デルによ って算 出された結果 と実際 の選挙結果 のズ レを もた ら した主 要な要
因が キ ャンペー ン効果 にある とも考 えた⑳。
仮説2キ ャンペー ン期 間中において世論 は候補者 支持 率の平衡 水 準か ら
逸脱す る。 また,し ば しば大 きく逸脱 する。 キ ャンペー ン期間中 にお ける候
補者支持率 の変化 の原因 は,そ の多 くがキ ャンペー ン ・イベ ントに求め られ
る(28)。
この仮説は,党 大会や公開討論会の直後にしば しば支持率の大変化が生 じ,
各候補者の基礎力である支持率を大 きく逸脱することを意味する。とりわけ,
党大会は民主 ・共和両党で時期が異なるため,一 方的な支持率の上昇 をもた
らす ことが多い。そのため,民 主党大会後には党大会で指名を受 けた民主党
候補が平衡水準を上回る支持率を挙げ,反 対に共和党大会後には共和党候補
が平衡水準を上回る支持を獲得するケースが多 い。 また,こ の仮説はキャン
ペーン・イベントの影響を重視 しており,テ レビ ・コマーシャルのような継
続的なキャンペーンの影響を軽視 している。
仮説3キ ャンペーン期間中に国家の政治状況や経済状況が大きく変化す
ることは稀である。 したがって,国 家状態はキャンペーン期間中の世論の変
化に殆ど影響を及ぼさない(四)。
仮説2及 び仮説3は,キ ャンペー ン期 間中の支持 率が一定で はな く,む し
ろ流動性 が高 く,キ ャンペー ン ・イベ ン トに反 応 しやす いことを意味 して い
る。 これ らの仮説 は,支 持率 の平衡点 の存在 を主張す る仮説1と 一見矛盾す
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るよ うにみえ るが,キ ャンペー ン効果が平衡点の上下 のある一定 の範囲 で生
じうるという,効 果の限定性を意味 して いるにす ぎず,決 して仮説1と は矛
盾 しない。
仮説4世 論に及ぼすキャンペー ン・イベ ント効果の大きさは,イ ベ ント
時の候補者支持率 と予 め予測された選挙結果との不均等の大きさに部分的に
は依存す る。特に,予 測された支持率よりも低支持率であればあるほど,そ
れだけキャンペーン・イベントが支持率を押 し上げる潜在的可能性が高い㈹。
仮説4に おけるポイ ントは,候 補者が仮説1で 述べられた平衡水準に近づ
ける効果を及ぼすということである。換言すれば,キ ャンペーン効果は,潜
在的支持者の掘 り起 こしにとりわけ強い効果を及ぼすということである。
仮説5情 報 の価値 は,情 報 の累積量 が多 くな るに したが って低 下 す るた
あ,キ ャンペー ン期間 の初期 に行 なわれたイベ ン トはキ ャンペ ーンの後 期 に
行なわれ た同等 の内容 を伴 ったイベ ン トよ りも投票者 に対 して より大 きな影
響 を与え る可能性 があ る(3D。
この仮説は,キ ャンペーン効果の度合いはキャンペーン初期の方が,キ ャ
ンペーン後期よりも大 きいということである。具体的には,先 に行なわれる
民主党大会の方が後に実施される共和党大会よりも支持率に与える影響力が
大 きく,ま た党大会の影響力はテレビ討論会のそれよりも大 きい。
ホルブルックは検証の結果,こ れ らの仮説の多 くが検証 されたとして,次
のような結論に達 した。
第1に,キ ャンペーンと国家状態とが相侯 ってキャンペーン期間中の候補
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者 支持 率を決定 し,最 終的 には選挙結果 に影響 を及ぼ して いる。
第2に,キ ャ ンペー ン ・イベ ン トは主 にキ ャンペー ン期間中 にお ける候補
者支 持率の変動 要因 となるの に対 して,国 家状態 は主 にキ ャンペー ン期間 を
通 じた各候補者の基礎力(平 衡水準)に 寄与 し,支 持率の変化 の幅 を設定 す
る。
第3に,選 挙結果 に対 して は国家状態 の影響 はキ ャンペー ン ・イベ ン トに
比 して より強力な要因で ある。
第4に,キ ャンペー ン効果 と国家状態 との間 には相互作用が み られる。国
家状態 に もとづ いて予測 され る各候補者 の支持率 と選挙 キ ャンペー ン初期 の
支持率 との乖離が大 きけれ ば大 きいほど,当 該選挙 におけるキ ャンペー ン ・
イベ ン トの影響可能性 は大 き くなる(3:)。
V.結 び
本稿では,ア メリカで確立された主要な投票行動理論においてキャンペー
ン効果がどのように認識されて きたのかについて検討 し,さ らに近年発表 さ
れたホルブルックによるキャンペーン効果研究を紹介 した。
今 日のわが国やヨーロッパの投票行動研究は,第2次 大戦後のアメリカの
投票行動理論に多大な影響を受けている。影響を受けている具体的な理論 と
しては,政 党帰属意識モデル,争 点投票モデル,業 績評価モデルなどである。
この うち,政 党帰属意識モデルと争点投票モデルは,投 票者の多くが如何な
る要因に基づいて投票決定をしたのかというミクロレベルの投票行動に関す
る理論であるのに対 して,業 績投票モデルは個人 レベルのみならず,マ クロ
レベルでの選挙変動の分析をも視野に入れた理論であった。 しか しなが ら,
これ らの主要な投票行動理論においては,各 候補者陣営が多大な労力を裂い'
て展開 している選挙キャンペーンの影響を無視ないし軽視 してきた。これは,
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従来 の投票 行動研 究が有権者の投票 行動 をで きるだ け投票行動 を規定す る態
度要 因の解 明を中心 と して,で きる限 り少 な い変数で結論づ けよ うと してき
た結果,キ ャ ンペ ー ン効果 は填末 な要 因 とと して捨象 され たた めで ある。
しか しなが ら,ア メ リカの大統領選挙は投票 日まで長期間にわたる選挙キ ャ
ンペー ン期 間があ り,そ の間に各候補者 に対 す る支持 率 は大 き く変化す るこ
とが ある。 しか も,支 持率の変化 が党大会 やテ レビ討論会 といったキャンペー
ン ・イベ ン トの直後 にみ られ ることもよ く知 られてい る。 この ような支持率
の変化 は,国 の経済状 態を重視 す る業績投票 モデルで説 明す ることは困難で
あり,む しろキ ャンペー ン・イベ ン トその ものの影響 と捉 え ることが妥当で
あろ う。 ホル ブル ックは選挙結果 に及 ぼす国家 の政治 的 ・経 済的状 況の重要
性 は基本的 に認 めっっ も,キ ャンペー ンもまた重要 な役割 を果た して いると
考 え た。つ ま り彼 は,選 挙結果 はキ ャンペー ンと国家状態 の両者 が相 侯 って
決定 され る ものであ るとみな した。
ホルブル ックの 「キ ャンペー ンは重要か』 を含 む 「現代 アメ リカ政 治」 シ
リーズのエデ ィターであ るR.ニ ー ミ(R.Niemi)は,「 政治 学者 が キ ャン
ペー ンの重要性 を認 め るのに,こ れ ほど多 くの時間を待 たなければな らなか っ
た ことは,驚 きで ある」(33)と述 べてい るよ うに,ホ ル ブル ックの視 点 に よ る
研 究の出現 はやや遅す ぎたと もいえる。
ただ,キ ャンペー ン効果 を考察す る際 に問題 となるのは,「 キ ャ ンペ ー ン
効 果があ った」 といえるのは,あ くまで最終的 な選挙結果 に影響 を与 えた場
合 にのみ に限定 されるのか,そ れ と もキ ャンペー ン中 に各候補 の支持率 に影
響 を与えれば キ ャンペー ン効果が あ ったといえるのか,と い う点 であ る。前
者 は狭義の キ ャンペー ン効果 といえ るで あろ うし,後 者 は広義 のキ ャンペー
ン効果 といえ よ う。
ホル ブル ックの研究 は,選 挙結果 に対す るキ ャンペー ン効果 の重要性 を唱
えて はい るものの,彼 が提示 した仮説 はあ くまで広義 のキ ャンペー ン効果 に
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ついての仮説である。 しか も,仮 説の中にキャンペーン効果には限界がある
こと(平 衡水準の存在)も 含まれている他,結 論として国家状態はキャンペー
ン・イベントよりも選挙結果に対 してより有力な要因であるとしている。換
言すれば業績評価理論の基本的妥当性とキャンペーン効果の限定性を認あて
いる。 したが って,ホ ルブルックのキャンペーン効果研究の結論は,業 績投
票理論に対 して挑戦状をたたきつけるという性質のものではなく,む しろ業
績投票理論を補完する位置にあるとみなすことが妥当であろう。
アメリカの大統領選挙に関する研究でホルブルックが提示 したキャンペー
ン効果モデルは,選 挙キャンペーンの期間も内容も異なるわが国の国会議員
選挙に適用することは勿論できない。 しか しながら,ア メリカと同様に無党
派層が増大 し,選 挙結果の動向がその無党派層の動 きに大きく左右されるこ
とがある昨今のわが国の選挙において,マ ス ・メディアを通 して形成される
党首イメージや政党のキャンペー ン戦略が重要性を増 しっっある状況にある
ことは容易に推測できる。ただ,ホ ルブ～レックの仮説において重要な位置を
占めている平衡水準を設定するためには,わ が国の国政選挙結果に関する予
測モデルの開発を先に行なわなければな らない。
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